
令和５年度 県出資法人の経営評価について 

１ 経営評価について 

（１）経緯・位置づけ 

「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（H17.3.29総務省）に基づき、

出資法人について効率的、効果的な経営の推進と県民サービスの向上を図るため、経営評価

の仕組みを導入した。 

現在、山梨県総合計画により行財政改革の不断の取り組みを行っており、出資法人につい

ても点検評価の充実・強化を図るため、「出資法人経営健全化プラン」及び「出資法人の経

営評価の実施に関する要綱」により「２（１）評価の視点」に基づく経営評価を実施し、そ

の結果を県民に広く公表することとしている。 

 

（２）対象法人 

   ２９法人 （県が出資する３８法人のうち、前事業年度の事業費総額が一千万円を超えるもの。

ただし、県が経営に関与しない（株）ヴァンフォーレ山梨及び解散が決まり事業を停

止している土地開発公社を除く。） 

 

（３）スケジュール 

   １月１８日     経営評価委員会（経営状況の評価、事業の公共性等の行政的評価に

よる総合的評価） 

            （総務部次長、政策企画グループ政策参事、行政経営管理課長、 

出納局管理課長） 

   ２月５日      経営検討委員会（専門的・客観的立場からの審査、経営評価の決定） 

   ３月上旬      各法人による対応方針の記載 

   ３月下旬      公表（県ＨＰ、県民情報センター）、報道機関への情報提供 

             （翌年度６月議会の調査特別委員会にて補助資料として配付予定） 

 

２ 経営評価の方法  

（１）評価の視点 

｢目的適合性｣、｢計画性｣、｢組織運営の適正性｣、｢財務状況｣、｢効率性｣の５つの評価の視

点を、｢自己資本比率｣や｢借入金依存率｣等、２０項目余の評価指標に分けて評価。 
 

視点 評価指標 

目的適合性 ①事業の意義、②事業の効果、③目標達成度 

計画性 ① 経営計画の策定、②年次事業計画の策定、③年次計画・実績の差違分析 

組織運営の適正性 ①組織の適正性、②リスクマネジメント、③情報の公開性 

財務状況 
①正味財産増減額（経常損益）、②流動比率、③自己資本比率、 

④借入金依存率、⑤警戒指標、⑥資金の運用、⑦固定資産の維持 

効率性 

①人件費比率、②管理費比率、③（施設管理運営型）職員一人当たり施設等利用人数、（製造販

売型）職員一人当たり製造/販売実績、（役務提供型）職員一人当たり役務提供実績、（金融サー

ビス型）職員一人当たり貸付等取扱実績、④人件費削減工夫度、⑤管理費削減工夫度 



（２）警戒指標  

重要性が高い８項目(公益法人は９項目)を「警戒指標」に設定。該当する場合評価に反映。 

警
戒
指
標 

目標達成度  目標達成度が３期連続５０％未満 

財
務
状
況 

経常損益 当期経常損失（３期平均正味財産減少額）が総資本の３０％以上 

流動比率  ３期とも１００％未満 

借入金依存率  当期末１００％以上 

①債務超過の状態である 

②県の債務保証（損失補償）、あるいは貸付けにより県の将来負担が見込まれる 

③多額（1億円以上）の回収不能債権がある、あるいは債権管理の基準がない 

④過去の事業により発生した債務処理のための補助を県から受けている 

⑤公益認定の基準に抵触するという指摘を受けている（公益法人） 

 

 （３）総合評価ランク 

Ａ～Ｄの４段階のランクで総合評価 

 Ａ:おおむね良好、Ｂ:改善の余地がある、Ｃ:至急改善を要する、Ｄ:注意が必要 
基準 

Ａ ： 合計得点率≧ ８０％      かつ、警戒指標なし 

Ｂ ： ７０％ ≦合計得点率＜ ８０％ または、警戒指標が１ 

Ｃ ： ６０％ ≦合計得点率＜ ７０％  または、警戒指標が２ 

Ｄ ： 合計得点率＜ ６０％      または、警戒指標が３以上 

 

３ 令和５年度経営評価の状況 

評価ランク Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

R5経営評価 ２０ ７ １ １ ２９ 

（参考） 

R4経営評価 ２０ ６ ０ ２ ２８ 

R3経営評価 ２０ ７ ０ ２ ２９ 

R2経営評価 １８ ８ １ ２ ２９ 

R1経営評価 １７ １０ ０ ２ ２９ 

H30経営評価 ２０ ７ ０ ２ ２９ 

 

Ａ：山梨総合研究所、国際交流協会、私学教育振興会、生活衛生営業指導センター、健康管理事業団、

緑化推進機構、やまなし産業支援機構、信用保証協会、地場産業センター、スポーツ協会、農業

信用基金協会、青果物経営安定基金協会、子牛育成協会、畜産協会、馬事振興センター、下水道

公社、みどり奨学会（Ｂ→Ａ）、やまなし文化学習協会、青少年協会、暴力追放運動推進センター 

Ｂ：社会福祉事業団、清里の森管理公社、農業振興公社、農業用廃プラスチック処理センター（Ａ→Ｂ）、

食肉流通センター、道路公社、やまなしハイドロジェンカンパニー 

Ｃ：住宅供給公社（Ｄ→Ｃ） 

Ｄ：環境整備事業団 




